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水俣条約が迫る期限LED化を阻む需給の
ひっ迫
―蛍光灯製造が禁止される背景は。

　国際条約「水銀に関する水俣条約」に基づくもの

です。蛍光灯には微量の水銀が含まれているため、

この条約に基づき、国は2027年末をもって一般照

明用の蛍光灯の製造禁止を決定しました。国際的な

環境保護の枠組みの中で決定された事項であり、延

期や撤回は極めて困難です。期限は確実にやってく

ることを、まず認識していただく必要があります。

―自治体の現状をどう見ていますか。

　残された期間は２年を切りましたが、多くの自治

体が全公共施設のＬＥＤ化に目処をつけられていま

せん。400を超える自治体でコンサルティングする

中で、規模の大きな自治体ほど課題が複雑化してい

ると感じます。十数施設程度であれば、従来の公共

建築方法でも対応は可能ですが、数百から数千の施

設を抱える都道府県や政令市などでは、全体像の把

握と予算策定そのものが困難で来年度予算に計上す

らできないでいます。

―具体的にどのような課題があるのでしょうか。

　まずは需給バランスの問題です。国内の蛍光灯対

応型ＬＥＤの生産能力と、全国に残る蛍光灯の数と

の間に大きなギャップがあります。蛍光灯対応ＬＥＤ

の昨年の国内生産量は約650万灯でしたが、全国で

は推定７億灯以上の蛍光灯が使用されています。既

に一部の電材店では、ＬＥＤ照明の納期が通常より

長期化して半年待ちという報告も入っています。

2027年に近づくにつれ、この傾向はさらに深刻さ

を増すと予想されます。

　予算と計画策定の課題もあります。来年度の予算

編成時期を迎えた今、全国の自治体が一斉に動き始

めれば、需給は一層ひっ迫します。また、一括全施設

ＬＥＤ化には複数の方式があり、施設の数や既存設

備の状況によって最適な選択肢が異なります。こう

した専門的判断を自治体単独で行うのは容易では

ありません。

最優先で急ぐことは現状把握と計画策定
―自治体はどう対応すべきでしょうか。

　まず重要なのは、現状把握と計画策定です。各自

治体が管理する全施設の蛍光灯の数量、種類、優先

順位を正確に把握し、段階的かつ短期間でのＬＥＤ

化計画を立てることから始める必要があります。自

治体の完全ＬＥＤ化に向け、エネルギーコンサルタ

ントの知見から、リースを活用した課題解決アプ

ローチをおすすめしています。右頁のアプローチに

より、従来は不可能とされていた大規模ＬＥＤ化プ

ロジェクトを、短期間で確実に実現できます。

―コスト面での課題にはどう対応できますか。

　「初期費用０円財政改革提案」というリースモデル

を提案しています。リース期間は５年～10年で支払

いは分割。初期投資は不要です。リース期間中の

月々の支払いを、電気料金の削減分で相殺できる

ケースが多く、実質的な負担を抑えることが可能で

す。ＬＥＤ照明は蛍光灯と比較して70～80パーセン

トの電力削減が期待できるため、中長期的には確実

にコスト削減効果を実現できます。また、リース期間

中はメーカー保証により修繕費がかからないことも

経費削減の大きな魅力となります。

―環境面でのメリットについても教えてください。

　大幅な電力削減によるＣＯ２排出量の削減が可

能となり、自治体のカーボンニュートラル目標を一

気に達成させます。また、ＬＥＤ照明は発熱量が少な

いため、特に夏季においては空調負荷が軽減され、

冷房費用の削減効果も期待できます。

―首長の皆様へメッセージをお願いします。

　「まだ２年ある」ではなく「もう２年しかない」とい

う危機感を持って、今すぐ行動を開始することが重

要です。これは単なる照明の交換ではありません。

「灯り」という社会機能を守る、地域の安全・安心、住

民サービスを守る重要な使命だからです。

　まず今年度の補正予算で、学校や病院など緊急性

の高い施設だけでも着手されてはいかがでしょうか。

そして来年度は残りの全施設のＬＥＤ化を進めてい

く。ただし、ＬＥＤ照明の確保が今後ますます困難に

なるため、全国知事会や市長会を通じて国にサプラ

イチェーンの緊急対策を求めることも必要でしょう。

　私たちのような専門家と連携すれば、効率的で確

実なＬＥＤ化ができます。これまでの実績を基に、そ

れぞれの地域に最適な解決策を提案します。地域の

経済界、産業界、住民の皆さんへの説明も忘れては

いけません。

　日本中の灯りを消さないため、地域の灯りを守る

ために、私たちも全国の首長の皆さんと一緒に覚悟

を持ってこの問題に取り組みます。

（首長マガジン 2025年12月号）

越 智  文 雄

一般社団法人日本の灯りを護る会代表
エネルギーコンサルタント 

株式会社あかりみらい
代表取締役

����年蛍光灯製造禁止まで残り�年
自治体ＬＥＤ化は最終局面に

特許技術図面データから即読み取り試算

スマホで
撮影して
図面を
送るだけ

スマホで
撮影して

送るだけ

リースならば新規予算不要で10年間の修繕費がゼロ円に

LED照明化 削減コストの一部を導入費に

財政メリット
修繕費 削減修繕費

従来照明の
電気料金

電気料金
削　減 LED照明

分割払いに充当

LED照明の電気料金LED照明の電気料金

現状照明の場合

「民活」ならば「公共工事」では不可能な全施設LED化が可能に

10億円

公共建築単価

3.3億円 3300万円/年
単年度予算化不能 約３分の１に

（あかりみらい試算）
単年度予算化可能

※イメージ例

公共単価積算 民間相場に リースで10年分割

電気料金削減額

リース
支払額

財
政
メ
リ
ッ
ト

「民活」での全施設一括LED化の仕組み

国内大手リース会社
地元銀行系リース会社

国内大手LED照明器具メーカー

オリジナル
プログラムによる
試算書提示

特許取得

コンソーシアム
契 約

地元電気工事業界

株 式 会 社 あ か り み ら い

LED化工事
統括管理

LED化
資材確保

最新・最適の高効率LED照明機材

コストダウン
大量一括発注

プロポーザル入札による発注

短期間
集中完工

10年間
メーカー保証

自治体LED化の課題と解決策

⇒従来の建築営繕の手法では、数百件、数千件の施設を短期間で見積も
りすることは不可能です。当社の特許ＡＩ技術による図面認証システム
を活用すれば、スマホで撮影した図面データから自動的に照明箇所や種
類を判別し、短時間で精密な試算書を作成できます。

⇒リースを活用した長期分割払いを採用し、蛍光灯からＬＥＤへの変更
により削減される電気料金の範囲内に収めることで、実質的に新規予算
は不要になります。さらに公共建築単価では10億円規模の事業も、民間
相場なら約3分の1に圧縮可能で、その10分の1が年間予算になります。

⇒従来の公共工事手法ではなく、民活によるリース方式に変更すること
で解決できます。専門民間企業が試算から資材調達、工事管理、メンテナ
ンスまでを一気通貫に統括することで、自治体職員の負担を最小限に抑
えられます。

⇒地域の電気工事業界と連携し、短期間集中工事により解決します。例
えば10社の電気工事会社が月に2現場を完了させれば、年間250施設
のＬＥＤ化が可能です。

課題❶ 見積りができない

課題❷ 予算がない

課題❸ マンパワーが足りない

課題❹ 2027年に間に合わない
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照明の2027年問題解説 2027年問題解決への課題

2023年11月　スイス・ジュネーブ「水銀に関する
水俣条約」で2027年蛍光管製造禁止が決定

2024年2月　経産省と環境省が蛍光管ランプの製造・輸出入廃止の事務連絡を発信

 ※関係機関・住民へは管内の自治体から周知することになっています。

2024年12月24日　蛍光管製造禁止を日本政府閣議決定

2025年10月　経済産業省と環境省から再度事務連絡
2027年9月　蛍光管製造禁止

公共建築、建築発注手法では予算化が困難
町村で数十件、市で数十から数百件、政令市、都道府県で数千件から数万件の調査・見積
りができない。

1 予算化ができない

2027年9月 蛍光管製造終了。
すでに製造終了している安定器の寿命が来たときにLEDが手に入らないと長期停電
（不点灯）となる。建築発注ではあと2年間で数百件、数千件の工事はできない。

5 時間がない

日本のLED化されていない蛍光灯7億灯に対して、24年度
出荷LED灯数は650万灯。すでに受注生産の順番待ちが
数ヶ月から半年待ちになっている。
新年度で政府機関、都道府県、民間の発注が始まると、LED資
材が手に入らない状況が危惧される。
中国のレアメタル輸出規制が深刻化すると国内メーカーの
LED生産も出来なくなる恐れ。

3 モノがない

2 カネがない
全国で数兆円規模の費用が必要。
民間試算で町村で数億、市で10億から数十億円、都道府県で100億円規模の予算が必要。
公共単価ならばこの2倍から3倍。
LED資材不足値上がりで5割増もありうる。政府の交付金も期待できない。

4 ヒトがいない
膨大な施設をLED化するプロジェクトを完成させる職員のマンパワーが足りない。
電気工事業者の人手不足と働き方改革で工事ができない。

安定器
2019年製造終了

ナトリウム灯
2024年3月出荷停止

コンパクト蛍光管
2025～26年製造終了

蛍光管
2027年製造禁止

650万灯 7億灯
（14億本）

LED化が間に合わないと停電に
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2027年問題解決のために

図面データから即読み取り試算

あかりみらいAI図面認証システム

スマホで
撮影して
図面を
送るだけ

「公共」から「民間」へ

スマホで撮影した図面データやデータ化されたファイルを図面認証システムが自動的に照明
箇所やその種類を判別。照明数を計算して、試算書作成用のCSVファイルを生成。それを試算
書プログラムのベースにインポートすると短時間で試算書が作成出来ます。

年に数件の公共工事ならともかく、2年間で数十件、数百件、数千件の施設のLED化は従来の建築
営繕のやり方では不可能です。試算見積もりができないと予算化もできず、議会にも図れません。
あかりみらいが特許AI技術でこれを解決します。

スマホで
撮影して

送るだけ

数週間から数ヶ月かかる試算を僅か数分で作成することが出来ます

総事業費・電気料金削減額・リース金額・CO2削減量

リースならば新規予算不要で10年間の修繕費がゼロ円に

LED照明化 削減コストの一部を導入費に

財政メリット
修繕費 削減修繕費

従来照明の
電気料金

電気料金
削　減 LED照明

分割払いに充当

LED照明の電気料金LED照明の電気料金

現状照明の場合

予算が無くてもリースなら出来る
自治体ならではの長期分割リースならば、毎月の電気料金の削減額の範囲内で支払うことができ
るため、初期投資なしでLED化を開始できます。10年間のメーカー保証でこれからかかる修繕
費負担もなくなります。

「民活」ならば「公共工事」では不可能な全施設LED化が可能に

10億円

公共建築単価

3.3億円 3300万円/年
単年度予算化不能 約３分の１に

（あかりみらい試算）
単年度予算化可能

※イメージ例

公共単価積算 民間相場に リースで10年分割

電気料金削減額

リース
支払額

財
政
メ
リ
ッ
ト

総事業費 
年間電気料金削減額
毎月の削減額
投資回収年数
リース料率
分割回数 
リース支払い（月額） 
リース支払い（年額） 
支払後メリット額（月額） 
支払後メリット額（年額） 
リース支払い総額 

921,406,420円
171,583,348円
14,298,612円

5.4年
1.015％

120回
9,352,275円

112,227,302円
4,946,337円

59,356,046円
1,122,273,020円

10年リース試算例

富山県T市（人口15万人）試算例
170施設で12億円、年間1億7千万円
の電気料金削減、1778tのCO2削減が
見込めます。

長野県N町（人口5千4百人）試算例
57施設で1億4千万円、年間2千百万円
の電気料金削減、241tのCO2削減が見
込めます。
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　「水銀に関する水俣条約」により、蛍光灯の製造・

輸出入が禁止される２０２７年問題。期限が迫る中、

多くの自治体で新年度予算が成立した。しかし、大規

模な自治体ほど予算化へのハードルが高く、推進の

対応は難しい。そんな中、同社はその解決策としてメ

ガバンク級のファイナンス会社と業務提携。都道府

県や政令指定都市が抱える数百億円規模のLED化

に必要な財源の課題に対し、民間の力を活用して支

援する「資本的ＧＸ」という新たなアプローチであ

る。

迫る期限と資材不足
自治体が直面する課題
―いよいよ新年度が始まります。自治体施設のＬＥ

Ｄ化の進捗をどう考えますか。

　多くの自治体で新年度の自治体運営に向けて準

備を進めていると思います。懸念するのが管轄する

全施設のＬＥＤ化予算についてです。２０２７年末の

期限から逆算すると、実質的な工期は残り２年を

切っています。駆け込み需要による資材不足や中国

の輸出規制も懸念される中、スケジュール的に非常

にタイトな状況になることが予測され、首長の危機

管理と決断が求められています。

―特に都道府県や政令指定都市などの大規模自治

体では、検討事項も多く、容易には動けないのが実

情です。

　数千、数万件もの公共施設を抱える都道府県や政

令市は、その全貌を把握するだけでも困難を極めま

す。従来の手法、つまり建築設計部門の職員が現地

調査を行い、図面を起こして公共単価で積算する方

法では、膨大なマンパワーと時間を要してしまいま

す。さらに、全施設のＬＥＤ化には数百億円規模の予

算が必要となり、昨今の厳しい財政状況下では、一

括計上する余力を見出すことは簡単ではありませ

ん。このLED資材単価も中国のレアアース輸出規制

や物価高などで大幅値上げが危惧されています。

大手連携で壁を突破
初期投資ゼロの資本的GX
―今回大手リース会社との提携を発表されました。

　このたび、メガバンク級ファイナンシャルグループ

の大手リース会社と業務提携しました。提携により、

大規模自治体の巨大プロジェクトであっても十分に

支えられる、「資本的ＧＸ（グリーントランスフォー

メーション）」という新しいスキームを提供できる体

制が整いました。金融と技術の力で自治体の負担を

最小限に抑えることを可能とする提案です。

―資本的ＧＸは、具体的にどのようなメリットを自

治体にもたらしますか。

　最大のメリットは、数百億円規模の事業であって

も、「初期投資ゼロ」で着手できる点です。大手リース

会社に加え、各地域の地方銀行グループのリース会

社等とも協調連携し、必要な資金を民間側で調達す

る体制を構築しました。自治体はまず従来の公共単

価のイニシャルコストを民間相場で半分から三分の

一程度に圧縮し、このＬＥＤ化によって削減される電

気料金（概ね70～80％の削減）の一部を、リース料

として分割で支払っていただきます。つまり、新たな

税金を投入することなく、毎月の経費削減分（ランニ

ングコストの圧縮分）を活用して、インフラ更新と脱

炭素化を同時に実現できるのです。財政規律を守り

ながら未来への投資を行う、持続可能な手法です。

―人的リソースや時間の不足については、いかがで

しょうか。

　そこは、私たちが長年培ってきた民間の経験と実

績に裏打ちされた専門ノウハウと技術の出番です。

当社が特許を持つ「ＡＩ試算プログラム」を活用する

ことで、従来は月単位・年単位の時間を要していた現

地調査・積算プロセスを大幅に短縮します。図面

データや現状の情報をいただければ、ＡＩが解析し、

対象となる全施設の詳細な予算策定とシミュレー

ションを短期間で提示します。

―資材不足への懸念に対しては。

　既に昨年来LED資材は長期の生産待ち状態に

陥っており、これに中国のレアアース輸出規制が供

給不安要素となっています。昨年設立した「一般社

団法人日本の灯りを護る会」を通じ、政府にサプライ

チェーンの強化を求めています。国内の大手商社

ルートを活用し、必要な資材を戦略的に確保するほ

か、状況に応じて信頼できる海外メーカーからの調

達ルートも用意。ひとつの自治体の地元工事業界だ

けでは確保が難しい数百億円規模の資材であって

も、私たちがスケールメリットを活かして調達するこ

とで、安定供給に向けた道筋をつけることができま

す。

―地域経済への配慮も重要なテーマです。

　全体管理や資金調達は私たちとリース会社が担

いますが、実際の交換工事やメンテナンスを行うの

は、あくまで地域の電気工事会社です。限られた期

間で膨大な施設のLED化を成し遂げるには地域内

の工事業界の総動員が必要です。民間の資金で公

共施設を改修し、その工事費が地元の職人や企業に

還元される。地域銀行グループとも協調することで

地域で大きなお金が循環するGXの仕組みです。

まずは市場調査を
危機を好機に変える決断
―導入に向けてのプロセスは。

　この事業は、資金、資材、施工、維持管理までを含

む複合的なプロジェクトです。提案したいのが「サウ

ンディング型市場調査」の実施です。まずは自治体

から課題をご提示いただき、民間事業者との対話の

場を設けていただく。そこで私たちは金融力、ＡＩに

よる技術力、全国での経験と実績、そして地域経済

への貢献策を含めた包括的なプランを提案させてい

ただきます。

　年度初めの段階でＬＥＤ化の審議を検討いただ

き、方向性をお示しいただくことができれば、民間事

業者としても照明の2027年問題を解決する体制の

構築をスムーズに進めることが可能になります。学

校や病院、庁舎、街路灯の「灯り」は、住民生活や行

政サービスの基盤です。このインフラを守るための

決断は、危機管理の観点からも、最優先で解決すべ

き事案だと考えています。

―全国の首長へメッセージを。

　「2027年問題」は確かに大きな課題ですが、見方

を変えれば、地域のインフラと財政を一新する好機

でもあります。大手リース会社をはじめとする地方

金融機関、商社、そして地元の工事業界の皆様と共

に、首長の皆様の決断を支えたい。地域の灯りの未

来を守るために、誠心誠意、お手伝いさせていただ

きます。
一般社団法人日本の灯りを護る会代表　越智 文雄

（首長マガジン 2026年3月号）

都道府県、政令市の百億円規模のＬＥＤ化
⸺その重責ある課題に、新たな「最適解」を

「資本的ＧＸ」の仕組み
～なぜ「予算ゼロ」で数百億円の事業ができるのか？～

資 金：全額、税金や起債で賄う
支払い：導入時に巨額の予算化が必要（数十億、数百億円規模）
課 題：財源不足、議会承認のハードル、積算に数年かかる
　　 職員のマンパワーとスキルでは無理。

資 金：民間メガバンク資本が地域銀行と協調し全額立て
替え

支払い：ＬＥＤ化で安くなった電気代の削減分で、リース料
を後払い。長期債務措置による均等負担。

メリット
①初期投資ゼロ（新たな税金投入なし）
②即時着手（予算確保を待たずにスタートが可能）
③地域還元（浮いたコストや工事費、リース支払い額が地域
に落ちる）、旧態の公共工事から大きく削減された財源を
新たな地域政策に充当することができる。
④公共工事手法からの行政改革
⑤完全LED化による財政改革と脱炭素成果

これからの手法（民間委託、資本的ＧＸ） 

これまでの手法（公共工事） 

従来の公共工事と、あかりみらいが提唱する「資本的ＧＸ」の決定的な違
いは、誰のお金で動くか」と「どう支払うか」です。
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　蛍光灯の製造と輸出入が禁止される2027年末

まで2年を切った。自治体などに対し、蛍光灯から

発光ダイオード（LED）照明への交換が急務と、2年

以上にわたり警鐘を鳴らしてきたエネルギーコンサ

ルタント、株式会社「あかりみらい」（本社札幌市）代

表取締役・越智文雄氏に、LED化の課題や政府への

提言を聞いた。

中国のガリウム輸出規制に懸念も
─蛍光灯の製造・輸出入禁止に絡む「2027年問

題」について、現状の問題、懸念は何で、政府はどん

な対策を打ち出すべきか。

　非常事態が現に始まっているのではないか。日中

関係の悪化を受け、中国が日本へのレアアース（希

土類）の輸出規制強化を進め、レアメタル（希少金

属）についても輸出制限が講じられたとの情報もあ

る。LEDの原料となる「ガリウム」は、中国が9割以

上のシェアを有するレアメタルで、世界最大の産出

国だ。

　もし中国が日本へのガリウム輸出を全面的にス

トップすれば、LED照明器具は生産できない。日本

のLED化は中国に左右される経済安全保障の重要

課題だが、日本政府に危機感は乏しい。

　政府は30年度を「100％LED化」の目標とした

が、そのためには中国からガリウムとLED照明の緊

急輸入が必要だ。既に、LED照明の供給不足は始

まっていると聞くし、自治体が今後、大量発注して

も、工事開始まで数カ月、1年と待たされる可能性が

ある。電気工事会社も空前の人手不足が続いてお

り、働き方改革がこれに輪をかけている。

　28年以降も蛍光灯の継続使用はできるし、在庫

の蛍光灯を買って使うことはできる。でも、安定器

の寿命（耐用年限）が来たら、いくら新しい蛍光灯を

つけても点灯しない。安定器は19年に製造終了して

いるので、寿命がくれば照明は消えていく。

　政府としては、まず非常事態であることを認識し

た上で、緊急専門家会議を設置し、LED照明のサプ

ライチェーン（供給網）対策を早急に講じるととも

に、数兆円規模の財政出動を検討すべきではない

か。

数兆円規模の財政出動必要
─国の財政出動も必要か。

　日本国内の照明器具約18億台のうち、全体の6

割超がLED化されているというが、まだ蛍光灯は7

億台残っているという。1台に2本の蛍光管が付い

ている蛍光灯の照明器具があることも考えると、蛍

光管の本数は10億本以上かもしれない。

　これに対し、蛍光灯からLED照明に交換できる

「直管LEDランプ」の国内出荷量は約650万台（24

年度）にすぎない。需要量と供給量の桁が違い過ぎ

る。（※日本照明工業会によると、24年度の「LED照

明器具」と各種「LEDランプ」の年間出荷量は約

9100万台）

　経済産業省も環境省も多くの自治体もまだ、非常

事態との認識はない。政 府目標は30年度末の

100％LED化だが、現状ではまず不可能だろう。短

期間で億単位のLED照明を確保することは困難だ

が、政府も自治体もパニックになる事態は防がなけ

ればならない。自治体が起債したり、民間企業が借

入金でLED調達資金を賄おうとしたりしても、個々

の金融機関が数兆円規模の資金を調達することな

どできない。だから「日本の灯りを護る」ために国の

財政出動が必要となる。

　例えば、24年度の場合、直管LEDの出荷650万

台で、その出荷額は200億円弱だった。仮に7億台

の蛍光灯を直管LEDに交換した場合、出荷額は2兆

円以上となる。

　つまり、2兆円の財政出動がないと経済は動かな

い。これは出荷額だけの数字だが、これに工事費が

付いて、利益を上乗せすれば、5兆円に膨らむだろ

う。銀行だけでそんなにお金を出せないし、自治体

でもそんなリースは組めない。国からの交付金も当

てにならない。桁が全然違う。

　政府はそうした問題すら気付いていない。小さな

市町村ならともかく、県単位クラスのLED照明の大

量発注となると、膨大な資金需要が生じ、全国規模

で数兆円は必要となる。

国、自治体への提言
─今、自治体や民間企業に緊急対応を呼び掛けて

いるようだが。

　27年末まであと2年を切り、政府は今も「順調に

LED化が進んでいる」と言っているようだが、既に

LED照明器具も直管LEDランプも品不足で、発注し

ても数カ月待ちという状況だ。民間には、事務所、工

場、ホテル、商店、街路灯など、まだLED化されてな

いところは、急ぎ工事発注してくださいと呼び掛け

ている。自治体に対しては、庁舎だけでなく、病院、

学校など予算化されていないところは、防災対策と

同じように緊急措置としてLED蛍光管を数万本規

模で備蓄することを検討するようアドバイスしてい

る。

─政府に今、何を求めるか、改めて聞きたい。

　東日本大震災による原発の全面停止による未曽

有の電力危機を解決するために、当時の政府は環

境省、経産省、日本照明工業会の連携による「あかり

未来計画」を閣議決定して、全国、官民全ての施設の

LED化を目指した。このあかり未来計画の最終手段

として、19年に安定器の製造を終了させた。安定器

の寿命が来た順番にLED化が進んでいくという軟

着陸型の政策だったが、いま年間数千万灯の照明に

寿命が来ているのにLEDの供給が間に合わないこ

とが危惧されている。

　いわば日本だけの「カントリー事情」として原発が

原因となる照明のLED化が進みつつある中で、ここ

に中国のレアメタル戦略が影響を与えようとしてい

る。

　この件については、一昨年に水俣水銀条約の当

事者だった環境省、経産省の所管課に経緯を聞き、

片山さつき参議院議員（現財務相）にも相談し、関

係省庁の担当者を集めた勉強会も行った。当時の経

済安全保障担当大臣だった高市早苗衆院議員には

中国の輸出規制の危険性と「日本の灯りを護る」よ

う対策を提言した。

　省エネルギーと電気料金削減対策としてコンサ

ルティングを続けてきたが、現時点では、安定器の

寿命が来た時点でLEDが供給されない場合の社会

インフラの維持、国民生活が問題となっている。

　政府は、LED照明のサプライチェーン対策として、

国内メーカーの増産とそれに必要な原料の確保、海

外からのLED資材の緊急輸入、電気工事士の人手不

足対策等の「27年対策」を立てるべきであり、その

ために必要な数兆円の財政出動を検討すべきだ。第

7次エネルギー基本計画は既に認められ、原発再稼

働の道筋は整ったのだから、次は「日本の灯りを護

る」ことに全力を尽くしていただきたい。その結果、

社会経済の基本である「灯りを護る」ことになり、物

価高に苦しむ国民や産業界にも電気料金の削減と

いう今最大の政策課題を解決する成果をもたらし、

大きな脱炭素の実績を上げることになる。まさに高

市政権、片山財政の責任ある財政政策そのものと

考える。

（時事通信社「金融財政ビジネス 2026年2月5日号」

インタビューから抜粋）

LED化、「日本の灯り護る」対策急務
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